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政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

国家は、多岐にわたる分野で多くの活動を行っており、これらの活動に必要な資金

を租税や公債などの手段により調達し、必要な分野に資金を供給しています。 

経済財政状況を踏まえつつ、選択と集中の考え方により、一般会計と特別会計を合

わせた歳出全体を必要性の高い分野に重点的に配分し、逆に重要性や必要性の低い分

野、相対的な優先度の低い分野には配分しないという考えの下、財政活動全般を効率

的、効果的なものとする必要があります。 
 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 

政1-1-1:重点的な予算配分を通じた財政の効率化等への取組 

政1-1-2:財政に関する広報活動 

 

関連する内閣の基本方針 

○「第196回国会 総理大臣施政方針演説」（平成30年１月22日） 

○「第196回国会 財務大臣財政演説」（平成30年１月22日） 

○「平成30年度予算編成の基本方針」（平成29年12月８日閣議決定） 

○「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（平成30年１月22日閣

議決定） 

○「平成28年度以降５年間を含む復興期間の復旧・復興事業の規模と財源につい

て」（平成27年６月30日閣議決定） 

○「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定） 

○「新しい経済政策パッケージ」（平成29年12月８日閣議決定） 

 

施策 政1-1-1:重点的な予算配分を通じた財政の効率化等への取組 

取組内容 

一般会計と特別会計を合わせた歳出全体を必要性の高い分野に重点的に配分し、逆に重要性や

必要性の低い分野、相対的な優先度の低い分野には配分しないという考えの下、財政活動全般を

効率的、効果的なものとします。 

引き続き、予算執行調査、政策評価、行政事業レビュー、決算及び決算検査報告、国会での指

摘・議決などの予算編成等への適切な活用・反映に努めます。 

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（以下「骨太の方針2018」といいます。）に盛り込まれ

た「新経済・財政再生計画」においては、財政健全化目標として、①2025年度の国・地方を合わ

せたプライマリーバランス（用語集参照）黒字化を目指す、②同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定

的な引下げを目指すことを堅持する、ことが掲げられています。この目標達成に向けて、2019

年度から2021年度の３年間について、社会保障関係費については、高齢化による増加分に相当す

る伸びにおさめる、非社会保障関係費については、これまでの歳出改革の取組を継続するといっ

た歳出改革の取組方針が示されており、この方針を踏まえ、財政健全化に向けた取組を進めてい

きます。 

上記に加えて、復興事業については、「平成28年度以降５年間を含む復興期間の復旧・復興事

業の規模と財源について」を踏まえ、被災地の復興に真に必要な事業をしっかりと実施できるよ

う取り組んでいきます。 

○ 政策目標１－１:重点的な予算配分を通じた財政の効率化・質的改善の推進 
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定性的な測定指標 

  ［主要］政1-1-1-B-1:予算編成における重点的な配分と財政健全化目標の達成に向けた取組の実施

 

（平成30年度目標） 

一般会計と特別会計を合わせた歳出全体を必要性の高い分野に重点的に配分し、逆に重要性や必

要性の低い分野、相対的な優先度の低い分野には配分しないという考えの下、財政活動全般を効率

的、効果的なものにします。また、「骨太の方針2018」に盛り込まれた「新経済・財政再生計画」

においては、財政健全化目標として、①2025年度の国・地方を合わせたプライマリーバランス黒字

化を目指す、②同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指すことを堅持する、ことが掲げ

られています。この目標達成に向けて、2019年度から2021年度の３年間について、社会保障関係費

については、高齢化による増加分に相当する伸びにおさめる、非社会保障関係費については、これ

までの歳出改革の取組を継続するといった歳出改革の取組方針が示されており、この方針を踏まえ、

財政健全化に向けた取組を進めていきます。 

 

（目標の設定の根拠） 

予算を必要性の高い分野に重点的に配分することで、財政の効率化・質的改善を推進する必要が

あるためです。 

 政1-1-1-B-2:予算執行調査等の予算編成等への適切な活用・反映  

 

（平成30年度目標） 

予算執行調査、政策評価、行政事業レビュー、決算及び決算検査報告、国会での指摘・議決など

を予算編成等へ適切に活用・反映します。 

 

（目標の設定の根拠） 

財政資金の効率的・効果的な活用のため、予算の「プラン（予算編成）」・「ドゥー（予算の執

行）」・「チェック（評価・検証）」・「アクション（予算への反映）」のサイクルにおける「チ

ェック」・「アクション」機能を強化し、予算へ的確にフィードバックするためです。 

 政1-1-1-B-3:予算編成における東日本大震災への適切な対応 

 

（平成30年度目標） 

復興事業については、「平成28年度以降５年間を含む復興期間の復旧・復興事業の規模と財源に

ついて」を踏まえ、被災地の復興に真に必要な事業をしっかりと実施できるよう取り組んでいきま

す。 

 

（目標の設定の根拠） 

東日本大震災からの復興を迅速に進めるとともに、復興財源に対する被災地の不安を払拭するた

めです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 

○参考指標１「一般会計及び特別会計の歳出総額及び純計額」【再掲（総1-1：参考指標２）】

○参考指標２「一般会計歳出の構成」 

（https://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2017/seifuan29/01.pdf） 

○参考指標３「一般会計歳出概算所管別内訳」 

（https://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2016/seifuan28/03.pdf） 
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○参考指標４「一般会計歳出の構成比と推移（歳出構造の変化）」 

（https://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/related_data/kanryaku201602.pdf） 

○参考指標５「各予算のポイント」 

（https://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2017/seifuan29/index.htm） 

○参考指標６「補助金等の内訳（交付先別、主要経費別）」 

○参考指標７「補助金等の整理合理化状況」 

 

施策 

 

政1-1-2:財政に関する広報活動 

取組内容 

財政に関し、国民に対する説明責任を果たすとともに、国民に理解を深めてもらう観点から、

積極的に広報に取り組みます。具体的には、パンフレットの作成・配布、ウェブサイトを通じた

情報提供、説明会等の広報活動を行います。 

また、財政に関する迅速かつ正確な情報提供を行うため、以下の取組を行います。 

Ａ 各府省のウェブサイトにおいて公開される概算要求書及び政策評価調書を、各府省の協力の

下、財務省ウェブサイトから可能な限り速やかに閲覧できるようにします。 

Ｂ 決定した予算の内容や執行状況について、広く国民全般に分かりやすい情報開示の方法を工

夫し、一般会計と特別会計、当初予算と補正予算を含めた予算の全体像についても、より分か

りやすく国民への情報発信を行うよう努めます。 

定性的な測定指標 

 ［主要］政1-1-2-B-1:財政に関する広報活動の実施状況 

 

（平成30年度目標） 

積極的にパンフレットの作成・配布、ウェブサイトを通じた情報提供、説明会等の広報活動を実

施します。 

 

（目標の設定の根拠） 

財政に関し、国民に対する説明責任を果たすとともに、国民に理解を深めてもらうためです。 

 政1-1-2-B-2:概算要求書等の財務省ウェブサイトからの閲覧可能化 

 

（平成30年度目標） 

各府省のウェブサイトで公開される概算要求書及び政策評価調書を、財務省ウェブサイトから可

能な限り速やかに閲覧できるようにします。 

 

（目標の設定の根拠） 

財政に関する迅速かつ正確な情報提供を行うためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 ○参考指標１「財務省ウェブサイトの予算・決算に関するページへのアクセス件数」 
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政策目標に係る予算額 平成27年度 28年度 29年度 30年度当初 
平成30年度行政事

業レビュー番号 

 

（項）財政健全化推進費 2,460,972 千円 2,390,482 千円 3,193,149 千円 4,099,780 千円  

 （事項）財政の効率

化・質的改善の推進に

必要な経費 

2,460,972 千円 2,390,482 千円 3,193,149 千円 4,099,780 千円  

 
 

内 予算編成支援シ

ステム 
2,323,956 千円 2,254,959 千円 3,056,145 千円 3,962,183千円 0001 

 
  

 

内 財政に関する説

明資料の拡充 
4,860 千円 5,022 千円 4,520 千円    3,996千円

行政事業レビュー

の対象外 

（注）「政策目標に係る予算額」の表中には、政策目標１－１に係る予算額を記載しています。 

 

 

担当部局名 
主計局（総務課、司計課、調査課、主計官、

主計企画官） 
政策評価実施予定時期 平成31年６月 
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政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

健全な財政を確保するためには、財政需要について、原則として公債や借入金には

よらず、税収等で賄うという考え方が基本となります（非募債主義・財政法第４条第

１項）。 

このうち、まず税収は、内国税である租税及び印紙収入並びに輸入品に対し課され

る関税等から成るものです。毎年度の税制改正等の政策目的を踏まえつつ、必要な税

収の確保に努めるとともに、その時点で判明している課税実績、政府経済見通しに係

る諸指標等を基礎に、税目ごとに適切な見積りに努めます。また、税収の見積り等に

関する情報を「租税及び印紙収入予算の説明」等や財務省ウェブサイトにおいて開示

してきたところですが、今後ともこれらの方法を通じて説明責任の向上に努めていき

ます。 

次に、税収及び公債金収入以外の国の歳入である「その他収入」については、現下

の極めて厳しい財政事情の下、可能な限りその確保に努めるとともに、各項目別に最

近の実績等を基礎に適切な見積りを行います。 

最後に、公債の発行は、歳出の重点化、節減合理化に努めてもなお財源が不足する

場合に限って、やむを得ない措置として行います。 

本目標は、以下に掲げる内閣の基本的方針を踏まえ、推進していきます。 

 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 政1-2-1: 必要な歳入の確保等 

 

関連する内閣の基本方針 

○「第 196 回国会 総理大臣施政方針演説」（平成 30年１月 22日） 

○「第 196 回国会 財務大臣財政演説」（平成 30年１月 22日） 

○「平成 30 年度予算編成の基本方針」（平成 29年 12 月８日閣議決定） 
 

施策 政1-2-1: 必要な歳入の確保等 

取組内容 

税制改正等の政策目的を踏まえつつ、必要な税収の確保に努めるとともに、税収の見積り等に

関する情報を「租税及び印紙収入予算の説明」等や財務省ウェブサイトにおいて開示する方法を

通じ、国民への説明責任の向上に努めます。また「その他収入」について、現下の極めて厳しい

財政事情の下、可能な限りその確保に努め、最近の実績等を基礎に適切な見積りを行います。 

定性的な測定指標 

 ［主要］政1-2-1-B-１: 必要な歳入の確保及び説明責任の向上 

 

（平成30年度目標） 

税制改正等の政策目的を踏まえつつ、必要な税収の確保に努めるとともに、税収の見積り等に関

する情報を「租税及び印紙収入予算の説明」等や財務省ウェブサイトにおいて開示する方法を通じ、

国民への説明責任の向上に努めます。また「その他収入」について、現下の極めて厳しい財政事情

の下、可能な限りその確保に努め、最近の実績等を基礎に適切な見積りを行います。 

○ 政策目標１－２：必要な歳入の確保 
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（目標の設定の根拠） 

 必要な税収の確保に努めるとともに、税収の見積り等に関して説明責任の向上に努めるためです。

また、「その他収入」についても、可能な限りその確保に努め、適切な見積りを行うためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 

○参考指標１「一般会計税収の推移」 

 （https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a03.htm） 

○参考指標２「一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移」【再掲（総1-1：参考指標１)】 

○参考指標３「歳入（一般会計）構成の推移」 

 （https://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/basic_data/201704/sy2904b.html） 

 

政策目標に係る予算額 平成27年度 28年度 29年度 30年度当初 
平成30年度行政事

業レビュー番号 

 上記の政策目標に関連する予算額はありません。 

 
担当部局名 主計局（総務課）、主税局（総務課） 政策評価実施予定時期 平成31年６月 
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政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

国の予算の執行の責任及び権限は各省各庁の長に委ねられていますが、財政当局と

しても予算の執行が法令の定めに則り、かつ、経済的、効率的に行われるよう各省各

庁への要請等を行っています。特に公共調達のあり方については、引き続き入札及び

契約の改善や随意契約の適正化を図る必要があり、そのための取組を進めています。 

また、予算の質の向上・効率化を図るためには、国民への情報開示の充実などによ

り予算執行の透明性の向上を図るとともに、予算執行の実態を把握し、いわゆるＰＤ

ＣＡサイクルにおける、Ｃ（＝チェック）及びＡ（＝アクション）の機能を強化する

必要があります。 
 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 政1-3-1：予算執行に関する情報開示の充実 

 政1-3-2：円滑かつ効率的な予算執行の確保 

 政1-3-3：予算執行調査の実施 

 政1-3-4：各省各庁等に対する予算の適正かつ効率的な執行の確保のための要請等 

 

関連する内閣の基本方針 
○「行政の透明性向上のための予算執行等の在り方について」（平成 25 年６月

28 日閣議決定） 
 

施策 政1-3-1:予算執行に関する情報開示の充実 

取組内容 

予算執行の透明性を確保する観点から、各府省庁のウェブサイトで定期的に開示されている予

算執行等に係る情報を、各府省庁の協力の下、財務省ウェブサイトから閲覧できるようにします。

（https://www.mof.go.jp/budget/topics/portalsite.htm） 

定性的な測定指標 

 ［主要］政1-3-1-B-1:定期的な予算執行に関する情報開示の確認 

 
（平成30年度目標） 

各府省庁の予算執行等に係る情報開示の状況を定期的に確認します。 

 

（目標の設定の根拠） 

「予算執行等に係る情報の公表等に関する指針」（平成25年６月28日内閣官房行政改革推進本部

事務局）に基づき、各府省庁において開示されている予算執行等に係る情報について、財務省ウェ

ブサイトから一元的に閲覧できる状態を維持するためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 該当なし 

 
 
 
 
 
 

○ 政策目標１－３：予算執行の透明性の向上・適正な予算執行の確保 
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施策 政1-3-2:円滑かつ効率的な予算執行の確保 

取組内容 

国の予算は、国会の議決に基づき各省各庁の長に配賦され、その執行の責任及び権限は各省各

庁の長に委ねられています。その執行に当たっては、円滑かつ迅速な執行が確保されるよう努め

ます。 

また、予算の執行において、財務大臣の承認を要するものが法令で定められていますが、これ

らの法令の定めに則り、繰越明許費及び移流用を活用すること等によって、経済的、効率的に予

算執行がなされるよう努めています。 

特に、繰越手続については、平成21年度より、繰越要件の明確化や手続の簡素化等を図ってお

り、繰越制度が一層活用されるよう努めます。 

今後とも、法令や予算との整合性等に留意するとともに、会計検査院や関係省庁との連携を図

ることなどにより、円滑かつ効率的な予算執行が確保されるよう努めます。 

定性的な測定指標 

 ［主要］政1-3-2-B-1:円滑かつ効率的な予算執行の確保の取組 

 

（平成30年度目標） 

法令と予算との整合性等に留意の上、各省各庁において繰越制度等が活用されるよう取り組みま

す。 

 
（目標の設定の根拠） 

円滑かつ効率的な予算執行を確保するためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 該当なし 

 

施策 政1-3-3:予算執行調査の実施 

取組内容 

予算執行調査は、財務省主計局の予算担当者及び財務局の職員が、次年度以降の予算編成に向

けた問題意識等から選定した事業について、実際に予算が効率的かつ効果的に執行されているか

といった観点から調査を行うものです。予算執行調査の実施に当たっては、予算の効率化が図ら

れるよう、 

１ 調査対象につき、特別会計の事業を含め、予算の執行状況全般を選定の対象とするほか、全

国の財務局を活用して、現場の視点等で案件を発掘します。 

２ 専門家の知見の活用や実地調査の実施など、調査の質の向上等を図ります。 

３ 調査結果を適切な時期に公表し、予算の執行や予算編成に反映するとともに、その反映状況

を予算の決定後速やかに公表します。 

定性的な測定指標 

 ［主要］政1-3-3-B-1:予算執行調査の実施 

 
（平成30年度目標） 

予算執行調査を着実に実施し、調査結果や予算への反映状況を速やかに公表します。 
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（目標の設定の根拠） 

予算執行の実態を把握し、予算の効率化が図られるようにするためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 ○参考指標１「予算執行調査の実施件数及び反映額」 

 
 

政策目標に係る予算額 平成27年度 28年度 29年度 30年度当初 
平成30年度行政事

業レビュー番号 

 

（項）財政健全化推進費 8,264,714千円 8,198,360千円 4,675,686千円 4,761,170千円  

 （事項）適正な予算執

行の確保に必要な経

費 

40,827千円 38,950千円 59,087千円 52,345千円
行政事業レビュー

の対象外 

施策 政 1-3-4:各省各庁等に対する予算の適正かつ効率的な執行の確保のための要請等 

取組内容 

予算の適正かつ効率的な執行を確保するために、各省各庁に対し文書による要請を行うととも

に、担当職員の資質の向上及び会計事務に携わる心構え等が重要であることから、各省各庁等の

会計事務職員を対象とした会議・研修（注）を実施します。 

また、随意契約の適正化のため、契約の透明性を高める観点から、各省各庁が締結した契約 

（少額随意契約等を除く。）について、統計を作成し、公表します。 

（注）実施予定の会議・研修 

１. 会議 

財務省と会計検査院との事務連絡会、各省各庁等予算執行・決算担当者会議、財務局等

繰越決算事務担当者会議、補助金等適正化中央連絡会議幹事会、各府省等内部監査担当

者連絡会 

２. 研修 

会計事務職員研修、政府関係法人会計事務職員研修、会計事務職員契約管理研修、予算

担当職員初任者研修、会計監査事務職員研修 

定性的な測定指標 

 ［主要］政 1-3-4-B-1:予算の適正かつ効率的な執行の確保のための要請等の実施 

 

（平成 30年度目標） 

文書による要請及び会議・研修を実施します。 

また、各省各庁が締結した契約（少額随意契約等を除く。）について、統計を作成し、公表します。

 
（目標の設定の根拠） 

各省各庁等の予算の適正かつ効率的な執行を確保するためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 
○参考指標１「会計検査院検査報告に掲記された不当事項等の推移」 

○参考指標２「会計事務職員研修等の実績」 

―30―



（財務省 30政１－３） 

 

 
 （事項）会計センター

に必要な経費 
8,223,887千円 8,159,410千円 4,616,599千円 4,708,825千円 0003 

 （項）財務局業務費 196,064千円 190,789千円 186,696千円 186,766千円  

 
 （事項）適正な予算執行

の確保に必要な経費 
196,064千円 190,789千円 186,696千円 186,766千円

行政事業レビュー

の対象外 

 合計 8,460,778千円 8,389,149千円 4,862,382千円 4,947,936千円

（注）「政策目標に係る予算額」の表中には、政策目標１－３に係る予算額を記載しています。 

 

担当部局名 
主計局（総務課、司計課、法規課）、会計セ

ンター（研修部） 
政策評価実施予定時期 平成31年６月 
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政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

国の決算は、国会の議決によって成立した予算の執行実績を示すものであり、

一会計年度における収入・支出の実績を計算、整理、記録したものです。したが

って、決算は予算のような規範性はなく、政府が財政法、会計法等の定めるとこ

ろに従い執行した実績を国民及び国会に対して報告する性格を持っています。 

このような決算の性格を踏まえ、広く国民が財政に対する関心及び理解を深め

るためにも、今後とも正確で分かりやすい決算の作成に努めます。また、決算及

び決算検査報告、決算に関する国会での指摘・議決等については、予算編成や執

行への反映に努めます。 
 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 
政1-4-1：予算使用の状況、国庫歳入歳出状況及び決算概要の報告 

政1-4-2：平成29年度歳入歳出決算の国会への早期提出 

 

関連する内閣の基本方針 該当なし 
 

施策 政1-4-1:予算使用の状況、国庫歳入歳出状況及び決算概要の報告 

取組内容 

年度の途中における予算使用の状況、国庫歳入歳出状況及び予算の執行実績である決算概要

について、これまでに引き続き、官報や財務省ウェブサイトを活用するなどして、国民や国会

に対し適時適切な報告を行います。 

（https://www.mof.go.jp/budget/index.html） 

定量的な測定指標 

 

［主要］ 

政1-4-1-A-1：予算使

用の状況、国庫歳入

歳出状況及び決算

概要の定期的な公

表状況 

年度 平成26年度 27年度 28年度 29年度 30年度目標値

目

標

値 

予算使用

の状況 
5回 5回 5回 5回 5回 

国庫歳入

歳出状況 
15回 15回 15回 15回 15回 

決算概要 1回 1回 1回 1回 1回 

実績値 全て達成 全て達成 全て達成 N.A.  

（注）平成29年度の実績値は、平成30年９月に確定するため、平成31年度事前分析表に記載します。 

（出所）主計局司計課調 

（目標値の設定の根拠） 

 国民や国会に対し適時適切な報告を行うため、予算使用の状況については四半期ごと、国庫歳入

歳出状況については月ごと、決算概要については決算が確定した際に、それぞれ報告を行うことと

するよう目標を設定しました。 

※予算使用の状況と国庫歳入歳出状況については出納整理期間を含む。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

○ 政策目標１－４：決算の作成を通じた国の財政状況の的確な開示 
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参考指標 該当なし 

 

施策 政1-4-2：平成29年度歳入歳出決算の国会への早期提出 

取組内容 

決算の早期提出については、平成15年に参議院から会計年度翌年の11月20日前後に国会に提

出するよう要請を受けたところであり、平成29年度歳入歳出決算については、平成28年度歳入

歳出決算に引き続き、会計検査院へ早期に送付し、11月20日前後に国会提出が可能となるよう

努めます。 

定量的な測定指標 

政1-4-2-A-1：歳入歳

出決算の会計検査

院への送付日 

年度 
平成26年度 
（25年度決算） 

27年度 
（26年度決算）

28年度 
（27年度決算）

29年度 
（28年度決算）

30年度目標値
（29年度決算）

 

目標値 26.9月初旬 27.9月初旬 28.9月初旬 29.9月初旬 30.9月初旬

実績値 26.9.2 27.9.1 28.9.2 29.9.1  

 

（出所）主計局司計課調 

（目標値の設定の根拠） 

平成15年に参議院から会計年度翌年の11月20日前後に決算を国会へ提出するよう要請を受けてお

り、会計検査院における検査確認に２ヶ月程度の期間を要していることから9月初旬を目標とするも

のです。 

 
［主要］ 

政1-4-2-A-2：歳入歳

出決算の国会への

提出日 

年度 
平成26年度 
（25年度決算） 

27年度 
（26年度決算）

28年度 
（27年度決算）

29年度 
（28年度決算）

30年度目標値
（29年度決算）

 

目標値 
26.11.20 

前後 

27.11.20 

前後 

28.11.20 

前後 

29.11.20 

前後 

30.11.20 

前後 

実績値 26.11.18 28.1.4 28.11.18 29.11.21  

 

（注） 平成26年度歳入歳出決算の国会提出が平成28年1月4日となったのは、平成27年11月20日前後に国会が開会さ

れていなかったためです。 

（出所）主計局司計課調 

（目標値の設定の根拠） 

平成15年に参議院から会計年度翌年の11月20日前後に決算を国会へ提出するよう要請を受けてい

るためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 該当なし 

 

政策目標に係る予算額 平成27年度 28年度 29年度 30年度当初 
平成30年度行政事

業レビュー番号 

 上記の政策目標に関連する予算額はありません。 

 

担当部局名 主計局（司計課） 政策評価実施予定時期 平成31年６月 
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政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

平成30年度の地方の財政状況については、国税・地方税の税収の増加により財源不

足は前年度に比べ縮小する見込みであるものの、引き続き厳しい状況にあります。 

地方財政に関する事務については、地方財政計画の策定、地方税制度及び地方債等

を所管する総務省との調整が重要となります。 

このような状況において、国の財務を総括する観点から、地方の歳入・歳出、国・

地方間の財政移転に関する事務を適切かつ円滑に遂行します。 

また、2025年度の国・地方を合わせたプライマリーバランス黒字化を目指し、同時

に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指すとの財政健全化目標を実現するた

め、財務省としても適切に対応していきます。 

 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 政1-5-1:地方の歳入面・歳出面の改革 

 

関連する内閣の基本方針 ○「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）

 

施策 政1-5-1:地方の歳入面・歳出面の改革 

取組内容 

国の財務を総括する観点から、地方の歳入・歳出、国・地方間の財政移転に関する事務を適切

かつ円滑に遂行するため、財政資金の効率的配分を図る観点から、引き続き必要な取組を検討す

るなど、地方の歳入面・歳出面における改革を進めていきます。 

定性的な測定指標 

 ［主要］政1-5-1-B-１:地方の歳入面・歳出面の改革 

 

（平成30年度目標） 

国の財務を総括する観点から、地方の歳入・歳出、国・地方間の財政移転に関する事務を適切か

つ円滑に遂行するため、財政資金の効率的配分を図る観点から、引き続き必要な取組を検討するな

ど、地方の歳入面・歳出面における改革を進めていきます。 

 

（目標の設定の根拠） 

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）に、「一般歳出のうち非

社会保障関係費については、経済・物価動向等を踏まえつつ、安倍内閣のこれまでの歳出改革の取

組を継続する。」、「国・地方で基調を合わせた歳出改革や効率化に取り組む。」と定められてい

るためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 

○参考指標１「地方財政計画」 

（http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei.html） 

○参考指標２「地方向け補助金等の全体像」 

（https://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2018/seifuan30/index.htm） 

○ 政策目標１－５: 地方財政計画の策定をはじめ、地方の歳入・歳出、国・地方間の財政移転に関 

する事務の適切な遂行 
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○参考指標３「地方の一般財源総額について」 

（http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei.html） 

 

政策目標に係る予算額 平成27年度 28年度 29年度 30年度当初 
平成30年度行政事

業レビュー番号 

 上記の政策目標に関連する予算額はありません。 

 

担当部局名 
主計局（主計官、主計企画官）、主税局（総務

課）、理財局（計画官） 
政策評価実施予定時期 平成31年６月 
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政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

 現行の財政・会計に係る制度の基本にある考え方は、①国の財政を処理する権

限は国会の議決に基づいて行使しなければならないこと、②財政の健全性を確保

すること、③国の支出は適正かつ公正に行われなければならないこと、といった

点です。 

また、財政・会計に係る制度の運用については、透明性、説明責任の向上が求

められています。 

国の財務状況等に関する説明責任の履行の向上等のため、国の財務書類の作

成・公表を行います。 
 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 政1-6-1:国の財務書類の作成・公表等 

 

関連する内閣の基本方針 該当なし 

 

施策 政1-6-1:国の財務書類の作成・公表等 

取組内容 

国の財政状況に関するストック及びフローの情報の充実を図るため、各府省が作成している省

庁別財務書類の計数を基礎として、国全体の財務状況を開示する国の財務書類を平成15年度分か

ら作成・公表しているところです。公表に当たっては、財務省ウェブサイトも活用して、広く国

民に対する情報開示を行います。 

（https://www.mof.go.jp/budget/report/public_finance_fact_sheet/） 

また、財務省は、各府省の作成する省庁別財務書類について、財務情報の的確な開示が行われ

るよう必要な助言等を行うほか、平成31年度予算の審議に活用するために、平成29年度決算分の

国の財務書類（一般会計・特別会計）を平成31年１月下旬に公表します。 

定量的な測定指標 

 

〔主要〕 

政1-6-1-A-1:国の財

務書類（一般会計・

特別会計）の公表日 

年度 
平成26年度 
（25年度分） 

27年度 
（26年度分）

28年度 
（27年度分）

29年度 
（28年度分）

30年度目標値
（29年度分）

目標値 27年１月下旬 28年１月下旬 29年１月下旬 30年１月下旬 31年１月下旬

実績値 27.1.30 28.1.29 29.1.31 30.1.30  

 

（出所）主計局法規課調 

（目標値の設定の根拠） 

 『公会計整備の一層の推進に向けて～中間取りまとめ～』（平成18年６月14日財政制度等審議会）

において、「財政活動の効率化・適正化等に向けて財務書類の一層の活用を図るためには、できる

限り早期に作成・公表を行えるよう、システムの整備等について検討していく必要がある」との提

言がなされたことから、その測定のため公表日を目標値として設定しました。 

定性的な測定指標 

 政1-6-1-B-1:国民に対して分かりやすい国の財務書類関係資料の作成・公表 

○ 政策目標１－６:公正で効率的かつ透明な財政・会計に係る制度の構築及びその適正な運営 
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（平成30年度目標） 

国の財務書類のポイント（パンフレット）やその要旨を記載したリーフレットにおいて、図表等

を用いて国民に対するより分かりやすい説明を行います。 

 

（目標の設定の根拠） 

『財務書類等の一層の活用に向けて』（平成27年4月30日財政制度等審議会 法制・公会計部会）

等において、国民に対する分かりやすい説明が求められているためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 
○参考指標１「国の財務書類及び省庁別財務書類の公表状況」 

（https://www.mof.go.jp/budget/report/public_finance_fact_sheet/） 

 

政策目標に係る予算額 平成27年度 28年度 29年度 30年度当初 
平成30年度行政事

業レビュー番号 

 

（項）財政健全化推進費 9,990 千円 8,968 千円 10,572 千円 11,269 千円  

 （事項）財務書類の作成・公

表に必要な経費 9,990 千円 8,968 千円 10,572 千円 11,269 千円
行政事業レビュー

の対象外 

（注）「政策目標に係る予算額」の表中には、政策目標１－６に係る予算額を記載しています。 

 

 
担当部局名 主計局（法規課） 政策評価実施予定時期 平成31年６月 
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